
いつもお世話になります。

日本アジア投資株式会社 代表取締役社長の下村でございます。

2024年3月期の第2四半期決算につき、ご説明いたします。



本日ご説明するのは、このうち1番から4番までです。

なお、当社では、ファンド連結基準と従来連結基準の2つの連結数値を開示していますが、
ここでは従来連結基準でご説明いたします。



まずは全体の総括です。
当四半期の実績は、営業収益が4億2千6百万円となりました。前年同期から36.3％の減
収です。親会社株主に帰属する四半期純利益は、5億６千万円の損失となり、赤字幅は前年
同期に比べ9千5百万円縮小しました。

中期経営計画に掲げた行動計画は、順調に進捗しています。ファンドの設立では、事業承継
を支援する2号ファンドが、15の金融機関から出資を受け、ファンド総額を51億円まで拡
大して組成を完了しました。再生可能エネルギーでは、足利銀行からの融資により、栃木県
で3件のメガソーラープロジェクトの開発を推進しています。9月には、このうち1件の発電
所が竣工しました。ヘルスケアプロジェクトでは、障がい者グループホームの開発で、建設中
や今後建設予定の8棟を、竣工後に取得することで建設会社と合意しました。

業績予想については、上期の実績は予想と比較して、営業収益の達成率は81.3%となり、
親会社株主に帰属する四半期純利益は、赤字幅が1億5千万円拡大しました。しかしながら
下期にこれらを補う見込みのため、通期の業績予想に変更はありません。なお、通期の業績
予想には、下期に計画している未上場株式の売却とプロジェクトの売却が含まれおり、その
実現が達成のかなめとなります。現在、売却候補先の開拓や売却交渉を行っており、これら
の実現に向けて鋭意注力して参ります。



それでは、実績について、前年同期との比較でご説明いたします。



こちらはPLのハイライトです。

営業収益は、4億2千6百万円となりました。前年同期から36.3％の減収です。また、親会
社株主に帰属する四半期純利益は、5億６千万円の損失となり、赤字幅は前年同期に比べ9
千5百万円縮小しました。

減収の要因は、プロジェクトの売却が無かったことです。これに対し、前年同期には、メガソ
ーラープロジェクトと物流施設の、合計2件の売却がありました。

赤字幅が縮小した要因は、営業原価の減少です。利益率の高い株式の売却が進捗したため
、売却原価が減少しました。また、評価損や引当金の繰入額も減少しました。



こちらはBSのハイライトです。

総資産は、121億4千7百万円となり、前年同期末から9.4%減少しました。

現預金は、借入金の返済や、投資や融資の実行により減少しました。

フィナンシャル投資資産は、投資回収が進捗したため、減少しました。

借入金は、約定に基づく返済を行いました。

自己資本は、損失の計上や含み益の減少により減少しました。



次にキャッシュ・フローです。

営業活動によるキャッシュ・フローは、投資の回収が進捗したことから、前年同期に比べて増
加しました。

キャッシュ・フロー全体では、1億1千5百万円減少し、キャッシュの期末残高は16億4千6百
万円となりました。



次に、営業収益と営業原価について、科目別・投資資産別の内訳をご説明します。

プライベートエクイティ投資は、増収・増益となりました。

営業原価では、「営業投資有価証券売却原価」が減少しています。株式売却により損失の発
生した取引がありましたが、一方で、利益率の高い株式の売却が進捗しました。その結果、
売却原価全体では、前年同期から減少しました。

また、「投資損失引当金繰入額」も減少しました。事業進捗の遅れている投資先に対して引
当金を計上したものの、前年同期との比較では減少しました。

プロジェクト投資は、減収、減益となりました。

その要因は、プロジェクトの売却が無かったためです。前年同期には、メガソーラープロジェ
クト1件と物流施設1件の売却がありました。



ここからは、中期経営計画に掲げた、行動計画の進捗状況についてご説明します。



こちらは、中央に3年間の行動計画を記載しています。その右側が、この上期6か月間の進
捗です。

プライベートエクイティでは、IPO実績は1件でした。ファンドの実績は、10月に事業承継を
支援する2号ファンドが組成を完了しました。最終的に、15の金融機関から出資を受け、フ
ァンド総額は51億1百万円となりました。

再生可能エネルギーでは、足利銀行からの融資により、栃木県で3件のメガソーラープロジ
ェクトの開発を推進しています。9月には、このうち1件の発電所が竣工しました。

ヘルスケアプロジェクトのうち障がい者グループホームでは、自社開発案件2棟が8月に営
業を開始しました。なお、これまでは全ての案件を自社で開発していましたが、今般、建設会
社との協業により、建設中や今後建設予定の8棟を、竣工後に取得することで合意しました
。自社開発の場合に比べて、完工リスクを低減するとともに、投資から収益化までの期間を
短縮できる見込みです。

新規事業開発では、樹木葬や電動アシスト自転車への投資が進捗しました。



ここからは、業績予想についてご説明します。



こちらは、業績予想の上期の進捗状況と、通期の見込です。

上期の実績は、上期の業績予想と比較して、営業収益の達成率は81.3%となり、親会社株
主に帰属する四半期純利益は、赤字幅が1億5千万円拡大しました。営業収益が未達となっ
た理由は、上期中に見込んでいた株式の売却の一部で、売却時期が下期にずれ込んだため
です。赤字幅が拡大した理由は、期初には見込んでいなかった売却損が発生したことにより
、営業原価が見込額を超過したためです。

しかしながら、下期にずれ込んだ株式の売却は、期末までに完了する見込みです。また、上
期に発生した売却損は、評価損や引当金の繰入額の減少でカバーできる見込みです。評価
損や引当金の繰入額は、保守的な見地から、期初の時点では前期から増加すると見込んで
いました。しかしながら、上期の発生額は期初の見込みを下回って推移しています。下期も
同じ状況が続くことになれば、通期の評価損や引当金繰入額が期初の見込みよりも減少す
る見込みです。そのため、通期の業績予想に変更はありません。

一方で、通期の業績予想には、比較的投資金額の多額な未上場株式の売却と、物流施設や
障がい者グループホームプロジェクトの売却が含まれています。下期にこれらの売却を実現
することが、業績予想を達成するためのポイントとなります。現在、売却候補先の開拓や売
却交渉を行っており、これらの実現に向けて鋭意注力して参ります。

なお、第3四半期累計期間まで、親会社株主に帰属する四半期純利益は赤字となる見込み
です。



最後に、業績見込値をご利用になるうえでの注意事項についてご説明いたします。

当社では、その事業特性上、合理的な投資損益の見込みが立てづらいために、業績予想は
開示しておりません。しかしながら、少しでも投資家の皆さまのご参考になればと考え、一
定の前提のもとで策定した「従来連結基準の業績見込値」というものを、あくまで参考情報
として、公表しております。

その前提条件については決算短信に記載しておりますので、皆さまには、これを踏まえて見
込値をご利用頂ければと存じます。

また、今後開示すべき事象が生じた場合には、適時適切に開示をしてまいります。

以上で、私からのご説明は終了となります。

ご清聴ありがとうございました。


